
はじめに

　福岡県では、 平成１２年に制定された 「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」 を受け、

平成１５年に 「福岡県人権教育・啓発基本指針」 を策定し、 本県の実情に即した人権教育・啓発

に関する施策を総合的に推進してきました。

　また、 県教育委員会では、 この 「基本指針」 の教育分野における具現化のために作成した 「福

岡県人権教育推進プラン」 に基づき、児童生徒の人権尊重精神の育成や学力と進路の保障など、

学校の教育活動全体を通じた人権教育の推進を図っています。

　さらに、 「人権教育指導者用手引き」 をはじめとする人権教育資料や 『あおぞら２』 などの人権

教育教材を作成し、 その活用を促進する取組を進めてきました。

　しかしながら、 依然として学校や地域、 家庭、 職場において、 同和問題をはじめとする様々な偏

見や差別が見られます。 また、 国際化や情報化の進展などを背景に新たな人権問題が顕在化す

る一方で、 個別の人権課題の解決に向けた法整備が進むなど、 人権を取り巻く状況の変化を踏ま

え、 平成３０年に福岡県は 「基本指針」 の改定を行いました。

　一方、 県内の地域、 学校における、 同和問題をはじめとする個別の人権課題についての指導内

容や方法に質的 ・ 量的な差異がみられることや、 教員の世代交代が急速に進む中、 特に若年層

教員の人権意識や人権教育に係る指導力に課題があることが指摘されています。

　このような状況を踏まえ、 県教育委員会では、 平成３１年から、 個別の人権課題に関する学習内

容等の体系化 ・ 標準化及び教員の指導力等の向上を図るための調査研究を行ってまいりました。

　本調査研究においては、 大学や関係機関等の有識者、 各市町村教育委員会など、 多くの学校

関係者に協力いただき、 これまで積み重ねてきた人権・同和教育の成果や手法等を踏まえ、 一冊

の個別の人権課題に関する指導者用手引書としてまとめました。

　この度、 人権教育資料Ⅳとして発行する本手引書は、 文部科学省の 「人権教育の指導方法等

の在り方について [ 第三次とりまとめ ]」 が示す人権教育の全体計画・年間指導計画の策定にお

けるポイントを具体化するとともに、 今後の活用を通して、 学年や校種間の系統性や人権課題の

関連性を踏まえた教育実践が展開できるよう作成しています。

　本手引書を積極的に活用していただき、 各学校や各地域における取組を体系的に整理し、 学校

教育における人権教育の取組の充実や指導力等の向上に役立てていただきますようお願いしま

す。

　最後に、 本手引書の作成にあたり、 多大な御尽力と御協力をいただきました調査研究委員、 各

協力校をはじめ関係者の皆様に対して、 厚く御礼申し上げます。

令和６年３月
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